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児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度
（2021年度：課題①）

問題　1　子どもの権利に関する以下の記述のうち、適切なものを選びなさい。
1　子どもの権利を主張する流れは、20世紀初頭にエレン・ケイが『児童憲章草案』を発表して以降、徐々に具体化していくこととなった。
2　日本においては、国際連合による「児童憲章」の制定に先駆けて、1959年、「児童の権利に関する宣言」が制定されている。
3　「児童の権利に関する条約」においては、子どもの養育に関して、その子どもが所属する国家が第一義的に責任を負うものとされた。
4　1989年に採択された「児童の権利に関する条約」においては、「自由に自己の意見を表明する権利を確保する」と明記するなど、子どもの持つ能動的権利を明確に謳っている。
5　「児童の権利に関する条約」においては、批准国は定期的に委員会に報告書を提出することとなっており、日本は継続的に高い評価を得ている。

問題　2　児童福祉の歴史に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　現在の児童自立支援施設につながる家庭学校を、1899年、留岡幸助が東京巣鴨に設立し、感化教育を実践した。
2　石井亮一は、濃尾大地震の折に孤児を引き取り、孤児のために現在の児童養護施設につながる滝乃川学園を開設した。
3　日本で最初に児童虐待に関する法律が作られたのは、非行少年に対する法律である感化法の改正によって成立した少年教護法と同じ1933年である。
4　1947年に制定された児童福祉法においては、それまでの戦災孤児中心の対応の中での「保護を必要とする子どものみへの対応」から「すべての子どもの健全な成長発達の保障」へという考え方の変化が見られた。

問題　3　児童福祉の歴史に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　児童福祉の取り組みは教育や労働分野における児童問題とも密接に関連しながら進んできており、特にオーエンらによる運動の成果である労働法の成立は、児童問題に対する対応の嚆矢と言って良い。
2　アメリカで開かれたホワイトハウス会議においては、児童福祉に関する様々な議論が行われ、その中でアメリカ児童憲章や社会保障法など具体的な成果も生まれた。
3　 イギリスでは、要保護児童の処遇に関するカーチス報告が発表されたことにより、1989年に児童法が成立、児童福祉に関する地方自治体の責任や、親による監護、養育の責任、児童の権利擁護などが盛り込まれた。
4　1979年の国際児童年を契機として、「児童の権利に関する宣言」を条約として具体化したものである「児童の権利に関する条約」制定の動きが活発化することになった。
問題　4　非行問題などに関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　情緒障害とは、現在でいう発達障害のことを指し、このような障害を抱えた子どもが非行に走ることが多いことからその対応のために出てきた概念である。
2　児童自立支援施設では、その対象児童に対する教育の実施を保障するために、施設内に設置された教育施設において義務教育を実施するシステムが導入された。
3　年齢にかかわらず、その性格や環境に照らして、そのまま支援が行われない状態のままでは、将来的に犯罪を犯すおそれのある子どものことを虞犯少年と呼ぶ。
4　家庭裁判所に配置された家庭裁判所調査官によって、非行行為そのものだけでなく、その背景にある子どもの特性や環境、経歴、関係者との関係などに関する総合的な調査、判断に基づいて、対応が検討されることになっている。

問題　5　施設ケアにおける社会的養護に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　アドミッションケアとは、子どもが施設に入所する前後に必要な援助のことを指し、子どもたちが慣れ親しんだ生活の場から施設に入所することに対する不安感を払拭することがポイントになる。
2　インケアとは、子どもたちが施設において自立支援に向けて、様々なケアを受けて行く段階であり、施設ケアの中心となる。
3　リービングケアとは、子ども他施設を対処する時点で行われるケアのことで、自立や家庭復帰に向けて、不安感を軽減し、経済的・社会的・心理的自立を完成させることを目指す。
4　アフターケアとは、施設退所後のケアのことを指し、家庭訪問など積極的なアプローチを含めながら、子どもと家族の自主性を尊重した援助を展開する。

問題　6　児童福祉における相談援助活動の基本的視点に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　保護を要する子どものケアにおける、長期間にわたるケア提供者の継続性を体系的に保障しようとする事をパーマネンシーと言うが、現在の日本では里親制度によって十分に担保されている。
2　児童虐待などにおいては、被虐待児の保護が重要であるが、一方で親子分離のリスクを考慮して、虐待家族の下に子どもを留め置いたままで支援を行うファミリー・プリザベーション概念もアメリカなどでは普及してきている。
3　支援対象となる子どもや家族の個別理解を進める上で、年代や性別、地域、民族などに基づく文化、生活様式に違いがあることを理解しておくことが必要である。
4　子どもが環境との相互作用の中でどういった発達のプロセスを歩んでいるのかを見極めるために、医学、心理学、教育学など様々な面からの発達理解、知識の習得が必要である。





問題　7　ひとり親家庭に対する福祉に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　母子生活支援施設は、母子家庭支援のための入所施設であるが、母子及び父子ならびに寡婦福祉法ではなく、児童福祉法に規定された施設である。
2　ひとり親家庭に対する就業支援策として、指定教育訓練講座を受講した場合に終了後に受講料の一部を支給する「自立支援教育訓練給付事業」など給付金を支給する事業がある。
3　養育費の支給確保については、養育費に関する情報提供、相談、支援のために養育費相談支援センターが設置されている。
4　現在、ひとり親家庭に対する経済的援助の一つとして、母子・寡婦・父子福祉資金がそれぞれあるが、いずれを利用する場合においても保証人が必要とされている。
5　都道府県は、母子家庭の母親が事業を開始・継続するのに必要な資金を貸し付けることができる。

問題　8　児童福祉法制に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　子どもの貧困問題、貧困の連鎖といった問題に対応するために、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が制定されているが、いまだ十分に問題は解決しているとは言い難い。
2　児童福祉法においては、満1歳に満たない者を乳児、満1歳から小学校就学始期に達するまでの者を幼児、小学校就学始期から満18歳に達する前での者を児童と定めている。
3　「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」には、労働者の子の養育や家族の介護のために、事業主が講ずべき措置が定めてられている。
4　幼児期の学校教育・保育、地域の子供・子育て支援を総合的に推進するために、「子供・子育て支援法」「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」のいわゆる子ども・子育て関連三法が制定された。

問題　9　保育サービスに関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　認可保育所に関する最低基準が改訂されたことにより、現在は保育所の最低定員が20人に引き下げられ、これまで認可外保育施設や自治体認証保育所であったものも認可保育所として運営できるようになっている。
2　幼保連携型認定こども園は、学校及び児童福祉施設として位置づけられている。
3　保育の必要性の認定については、「事由」「区分」「優先利用の有無」の三つについて認定基準が設けられており、これらは全て厚生労働省による通知によって全国で統一されている。
4　幼保連携型認定こども園には、保育士資格と幼稚園教諭資格の両方を有した職員が配置され、保育と共に就学前教育が同一施設で行えるような体制を備えている。
問題　10　女性福祉に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　配偶者暴力相談支援センターについては、市町村に対しても適切な施設において、支援センターの機能を果たすように努めることが求められており、センター配置数の増加が目指されている。
2　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律においては、婚姻の届出をしていない「事実婚」や離婚した後の状態で生じる暴力も対象として含まれている。
3　 DV被害に対しては、裁判所による接近禁止命令、退去命令、電話等禁止命令といった保護命令を求めることができるが、加害者がこれに違反した場合、1年以下の懲役または100万円以下の罰金が科せられる。
4　母子生活支援施設には、現在では父子家庭も入所することができる。

問題　11　児童虐待に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　親が親権を濫用したり、子どもに生命や身体状の重大な危険が及ぶ虐待を行う可能性が高い場合、親権喪失の審判請求をする以外にその親権行使を制限する方法はない。
2　被虐待児の施設入所など親子分離を伴う措置については、親権者などが反対している場合、児童相談所は家庭裁判所に対して措置の承認申し立てを行い、その措置を実施することができる。
3　児童虐待が行われている恐れがあり、保護者が拒否的な場合、立入調査を行うことができるが、事後の保護者との関係の難しさなどもあり、実際の立入調査の実施件数はそれほど多くない。
4　児童虐待防止法においては、特に学校、児童福祉施設、病院その他児童福祉に職務上関係のある施設、機関の職員や、児童福祉施設職員、医師、保健師、弁護士には、より重い児童虐待発見に関わる通告義務が課せられている。

問題　12　社会的養護に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　里親支援専門相談員は、里親支援を行う児童養護施設及び乳児院に配置される。
2　社会的養護は、親、保護者による家庭的養護に代わって子どもの養育を行おうとするものであり、児童養護施設を代表とした施設入所の形態によるケアのことを指す。
3　専門里親は、被虐待児、非行児、障害児など、その対応により高い専門性を必要とする要保護児童を受け入れる里親であり、養育里親としての経験や専門の研修の受講など一定の要件が求められている。
4　児童家庭支援センターは、児童養護施設や乳児院、母子生活支援施設などに附置されることの多い相談機関であり、児童相談所と連携して地域に密着したよりきめ細かい相談支援を行うものである。





問題　13　児童健全育成に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　地域社会における子どもの安全確保対策の一環として、学校安全ボランティア（スクールガード）など地域住民も巻き込んだ取り組みが進められている。
2　放課後児童健全育成事業においては、保育士や社会福祉士、教諭資格取得者が研修を受けた上で、放課後児童支援員として配置されることが求められている。
3　2014年に策定された「放課後子ども総合プラン」においては、全ての小学校区で放課後児童クラブと放課後子供教室を一体的または連携して実施することが目指されるなど、省庁をまたいだ取り組みが打ち出された。
4　児童厚生施設としては児童館があり、保育士、社会福祉士、幼稚園教諭などの遊びの指導を担う職員を配置することが求められている。 

問題　14　子どもや子育てを巡る現状に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　近年、子どもの貧困が問題として注目されているが、現在の子どもの貧困率はOECDの発表によると2015年時点で13.9%となっており、OECD平均と比較して悪い数値となっている。
2　育児行動をとる父親は増加傾向にあり、国の施策としても「パパ・ママ育休プラス」や「イクメンプロジェクト」などが取り組まれているが、国際比較においては、育児時間はまだ少ないとされている。
3　少子化が進む中、2019年には出生数が100万人を下回ることが明らかになり、その深刻さが浮き彫りになった。
4　出産、育児を契機に退職する女性が6割に上る一方、その後の再就職においては、非正規雇用となるケースが出産後有職女性の5割以上を占め、女性の就業における大きな問題となっている。
5　コミュニティを基盤にしたソーシャルワークの機能を担い、すべての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関し必要な支援に係る業務全般を行うものとして、市区町村子ども家庭総合支援拠点が設置された。

問題　15　地域子育て支援に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　少子化社会対策大綱においては、平成31年(令和元年)度末までに達成すべき事業整備目標を定めている。
2　地域子ども・子育て支援事業のうち、養育支援訪問事業とは「地域において子育て支援拠点の設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感などを緩和し、子どもの健やかな育ちを支援する」ことを目的とした事業である。
3　地域子ども・子育て支援事業のうち、利用者支援事業においては「利用者支援専門員」を中心として、教育・保育・保険その他の子育て支援の情報提供や相談、助言などを行うことになっている。
4　地域子ども・子育て支援事業のうち、乳児家庭全戸訪問事業においては、保健師や助産師など有資格者以外の訪問者が訪問する場合、個人情報保護や守秘義務について委託手続きなどにおいて、誓約書を取り交わすことが求められている。

問題　16　児童福祉サービスに関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　児童福祉サービスは、現在、措置制度、利用契約制度の二つの利用方式を用いて提供されている。一般的な児童福祉施設への入所は措置制度、保育所の利用などは利用契約制度である。
2　児童福祉施設や児童相談所の職員や里親が、児童に対して身体的暴行やわいせつ行為、ネグレクト、暴言、拒絶などを行う事は、「被措置児童等虐待」として児童福祉法上、禁止されている。
3　子ども・子育て支援制度において実施される事業については、その財源は事業によって、内閣府、厚生労働省、文部科学省がそれぞれ所管、ないしは共管するという複雑な方式になっている。
4　一般的な児童福祉施設の設備・運営基準については、厚生労働省令で定められたものが基準となっているが、特定教育・保育施設や特定地域型保育事業については、内閣府から運営基準が示されている。

問題　17　児童福祉サービスに関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　児童委員は、担当区域内の児童家庭だけでなく、妊産婦についても、生活及び環境状態を把握、必要な援助や指導を行うこととされている。
2　家庭児童相談室は、福祉事務所の児童家庭福祉に関する相談機能を充実させるために設置され、社会福祉主事と保健師が配置される。
3　福祉事務所、児童相談所だけでなく、保健所も乳幼児検診や訪問活動を通じて虐待の早期発見や予防、虐待家庭への援助などの取り組みが期待されるようになっている。
4　都道府県・指定都市は児童福祉審議会その他の合議制の機関を設置するものとされているが、市町村については、それらの機関は設置することができるとされているに止まる。

問題　18　児童福祉に関わる専門職に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　ファミリーソーシャルワーカーとも呼ばれる家庭支援専門相談員は、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設に配置されており、社会福祉士も相談員となれる者の一つとして位置づけられている。
2　児童福祉司は、あくまで児童相談所に採用され、実際に業務についたときに初めて名乗ることのできる任用資格である。
3　里親による養育を支援するために、現在、児童養護施設と乳児院に里親支援専門相談員が配置できるようになっている。
4　児童福祉施設の職員として、児童指導員、児童自立支援専門員、児童生活支援員があるが、いずれも社会福祉士取得者であることは特に要件とされていないのが現状である。




問題　19　子どもの権利擁護に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　児童養護施設や里親などに措置される際、子供に対して「子どもの権利ノート」を配布することが義務付けられている。
2　認定こども園、幼稚園、保育所といった施設や地域型保育事業においては、正当な理由がなく、その業務上知り得た子どもまたはその家族の秘密を漏らしてはならないとされている。
3　権利擁護の一環として、児童福祉施設においても、第三者による施設オンブズパーソンの実践が先駆的に取り組まれている。
4　子どもの権利擁護については、虐待からの保護や施設内での適切なケアなど、子どもの保護をいかに適切に進めるかという受動的権利擁護と、児童の権利に関する条約の意見表明権に代表されるような能動的権利擁護の二面から考えることが必要である。

問題　20　障害児、及び母子保健に関する以下の記述のうち、不適切なものを選びなさい。
1　知的障害、心身障害などの予防のために、フェニールケトン尿症、楓糖尿症、ホモシスチン尿症などいくつかの先天的代謝異常について新生児マススクリーニングが実施されている。
2　特別支援教育は、従来の身体障害、知的障害などのある子どもだけでなく、自閉症、学習障害、注意欠陥・多動性障害など発達障害のような特別な教育ニーズに対しても対応することになっている。
3　小学校に入学するまでの健康管理、健康記録のために、母子健康手帳が各市町村より出産後、母親に交付される。
4　子ども・子育て支援法においては、障害児が教育・保育を適切に受けることができるよう、市町村が障害児保育の枠を優先的に割り当てることとされている。
5　医療型障害児入所施設は、医療法に規定する病院として必要な設備を設けることとなっている。



提出要領
①提出期間：6月～7月
②使用用紙：学校指定解答用紙、及び学校指定原稿用紙
③その他注意事項：


社会福祉法人　華頂会　華頂社会福祉専門学校
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